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立地適正化計画は、住宅や医療・福祉・商業施設等がまとまって立地し高齢者や子育て世代などを含む

住民が、公共交通によりこれら利便施設にアクセスしやすいコンパクトなまちづくりを目指すための計画

です。本市においては、平成 29 年 3 月に計画を策定（令和 3 年 9 月一部改訂）し、運用してきましたが、

都市再生特別措置法等関係法令の改正をふまえ、昨年度から改定の検討作業を進めてきました。 

１．都市機能誘導区域の誘導施設（子育て支援機能）の追加     【第５章（P.230）】 

 

●誘導施設（新たに誘導を図るべき施設） 

・医療機能：医療法第１条の５第１項に定める病院のうち、内科、外科、小児科を診療科目とする病院 

・商業機能：平成 26 年商業統計調査の業態分類における総合スーパー及び食料品スーパーで、店舗面

積 1,000 ㎡以上１万㎡未満程度の店舗 

・金融機能：銀行法第２条第１項に定める銀行 

信用金庫法第４条、労働金庫法第６条に基づく免許を受けて金庫事業を行う信用金庫等 

日本郵便株式会社法第２条第４項に定める郵便局 

・子育て支援機能：保育園、幼稚園等（児童福祉法第 39 条第 1 項に規定する保育所及びそれに準じる施

設、学校教育法第 1 条に規定する幼稚園、就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律第 2 条第 6 項に規定する認定こども園） 

 

２．誘導施策の追加                 【第４・５章（P.210～212、231）】 

 

居住の誘導施策 

 居住環境の向上に資する公共公益施設の誘導・整備への都市構造再編集中支援事業の活用について

検討 

 住宅金融支援機構と協定を締結し、本市の財政的支援とあわせて、フラット 35（地域連携型）によ

り、住宅取得の際の借入金利を一定期間引き下げ 

 居住誘導区域における居住環境の維持・充実に向けて、立地適正化計画に基づく都市計画事業の認

可みなし制度を活用し、老朽化した道路や公園等の都市計画施設の改修を積極的に推進 

 

誘導施設の誘導施策 

 優良建築物等整備事業への補助金による支援 

 認定こども園の整備における都市構造再編集中支援事業の活用 

 官民連携まちなか再生推進事業に要する経費の支援 

 

 

 

３．防災指針の策定                      【第７章（P.235～276）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の目標値の中間評価・評価指標の追加       【第８章（P.277～280）】 

本計画の必要性や妥当性を市民等の関係者に客観的かつ定量的に提示する観点から、小牧市都市計画マ

スタープランに記載した５つの都市づくりの目標のうち、特に立地適正化計画に関連する３つの項目「中心

拠点や地域拠点、名鉄小牧線沿線を中心に居住や都市機能が集積した集約型都市づくり」、「自転車や徒歩、

公共交通を重視した、車に過度に頼らなくても安全・安心に暮らせる生活圏づくり」、「将来にわたり健全な

都市運営が可能な持続発展を続ける都市づくり」について、それぞれ評価指標およびその目標値を設定し、

本計画の評価に当たり、当該目標値の達成状況等をあわせて評価、分析していきます。 

都市づくりの目標 評価指標 

中心拠点や地域拠点、名鉄小牧線沿線を中心に

居住や都市機能が集積した集約型都市づくり 
①居住誘導区域内における人口密度 

自転車や徒歩、公共交通を重視した、車に過度に

頼らなくても安全・安心に暮らせる生活圏づくり 

②公共交通機関の一日平均利用者数（追加） 

③避難所を知っている市民の割合（追加） 

将来にわたり健全な都市運営が可能な持続発展

を続ける都市づくり 
④財政力指数（追加） 

 

 
 

 

地適正化計画改定の主な内容 立 
 

追加 

小牧線沿線市街地地区（味岡駅周辺）【洪水】 

○：ソフト対策、●ハード対策 

・広い範囲で浸水深 3.0ｍ未満の浸水が想定され、多く

の住民に影響が及ぶことが予測 

 ＜取組方針＞      

○災害ハザード等の情報発信及び防災意識の啓発 

○大規模災害を想定した体制の強化 

●河川堤防等の浸水防止対策施設の機能強化 

 

・多くの公共公益施設で浸水深 0.5ｍ以上の浸水が想定 

 ＜取組方針＞      

●避難所等の防災機能強化 

 

・浸水深 0.5ｍ以上で床上浸水する平屋建ての建物が市

街地内に広く分布 

・河川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）に建

物が分布 

 ＜取組方針＞      

○大規模災害を想定した体制の強化 

○確実な避難を促す取組の推進 

●避難経路となる道路の整備・機能強化 

災害リスクが高い地域を抽出し、避難所、住

宅等の都市情報を重ね合わせ、分析を行う 

分析結果を踏まえ、防災まちづくりの取組を

地区・災害ハザードごとに位置づけ 

資料２ 


